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迄のアパレル流通・小売企業はリアル店舗を軸とし経営を行ってきたため、ノウハウが異なる EC は専業 EC
に依存してきたが、利益率や顧客の囲い込み、より良質な顧客データの獲得の為自社 ECへのシフトを余儀な
くされている。しかし現状では、リアル店舗では売上という評価軸で縛られており、自社 ECへのカニバリゼ
ーションを恐れ、リアル店舗での EC への理解浸透が進まず、自社 EC シフトが進んでいない。また、アパレ






















りさらに分け、12 つの仮説を設定した。なお、設定した 12 の仮説は 8 つが支持され、3 つが一部支持、そ
して 1つが不支持という結果となった。 
リアル店舗を主とするアパレル業界の流通小売企業では、リアル店舗での購買体験を促すことにより、EC










































































第 1章 序論 
第 1 節 研究の背景 
第 1 項 アパレル市場の減少、消費者の購買行動変化 
昨今、国内のアパレル市場が伸び悩んでいる。矢野経済研究所「アパレル産業白書 2017」
によると、2016年の国内アパレル総小売市場は前年比 1.5%減の 9兆 2202億円であった（図
１－1） (1)。一方販売チャネル別での小売市場規模をみると、百貨店が同 6.5%減の 1兆 9265
億円、量販店は同 7.2%減の 8584億円、専門店は同 0.4%増の 4兆 9826億円、その他（通販
等）は同 2.7%増の 1兆 4527億円であった（図１－2） (2)。国内のアパレル市場全体は 2014
年の 9兆 3784億円を境に縮小しているものの、一方チャネル別では 2011年には 1兆 2209





（出所）矢野経済研究所 2017年 9月 26日発刊「アパレル産業白書 2017」のプレスリリース,2 
 
                                                   
 (1) 矢野経済研究所 2017年 9月 26日発刊「アパレル産業白書 2017」のプレスリリース,2 









2017年の B to C-EC の市場規模は1兆6,454 億円となり、対前年比で 7.6%上昇しており、
EC 化率は 11.54%であった (3)。また 2020年には、アパレル EC市場で 2.6兆円になるとい







                                                   
 (3) 経済産業省 平成 29年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調
査）,44 http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180425001/20180425001-2.pdf 






通・小売企業では EC での販売ノウハウや EC人材が不足していた。それらを解消するため
に自社での EC運営を行うより先に、ECを主とする企業（以降、専業 ECという）への委託
販売や ECモールの間借りなどで ECへの展開をしているアパレル流通・小売企業が多くみ
られた。専業 EC として代表的なサイトとしては、株式会社 ZOZO が 2004 年から運営する
「ZOZOTOWN」が挙げられる。企業概要は以下に示す。「ZOZOTOWN」は現在も破竹の勢いで取
り扱いショップ（ブランド）を増やし、それと同時に売上も伸ばしている。2018 年 4Q の














                                                   





ゾ）」を販売開始と、アパレルでの領域を広げている。2017年の商品取扱高は 2705億円 (6)。 
 





経テレコンでも「オムニチャネル」というワード出現件数は 2012 年では 2 件、2013 年に















第 1項 第 2項で述べたように、国内アパレル市場規模が減少し、リアル店舗での売上も
減少傾向、そしてオムニチャネルが台頭し、消費者の購買行動も多様化している時代背景
                                                   
 (6) 株式会社 ZOZO サイト https://corp.zozo.com/ 
 (7) 株式会社セブン＆アイ HLDGS. https://www.7andi.com/company/challenge/1312/1.html 
 (8) 角井亮一（2015）『オムニチャネル戦略』 日本経済新聞出版社 
 (9) 奥谷考司（2016）『オムニチャネル化する消費者と購買意思決定プロセス』マーケティング JOURNAL,22 
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の中、リアル店舗も EC（自社 ECや専業 EC含む）も売上を伸ばしているブランドも少なか
らず存在している。その代表例として、「JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）」
などを運営するベイクルーズグループ (10)が挙げられる。2017 年に実施された株式会社ベ
イクルーズ上席取締役 EC 統括  事業支援統括村田 昭彦氏のインタビュー記事によると、
売上高に占める EC売上の割合は年々拡大しており、EC化率は 26%、全社売上の 1/4を占め






















                                                   
 (10) ベイクルーズグループ サイト http://www.baycrews.co.jp/ 
 (11) SELECK  サイト https://seleck.cc/1065 
 (12) DIGITAL BUSINESS BLOG  サイト http://digitalbusiness.jp/2017/11/apparel-ec-01/ 
 (13) 株式会社ウェルカム サイト https://www.welcome.jp/ 
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第２節 問題意識   
現在アパレル流通・小売企業は専業 EC に依存している状況である。理由は「自社内の


























                                                   
 (14) 株式会社 ZOZO 平成 30年度 3月期 決算短信 






















一例として 2010年にアメリカで創業された「Warby Parker」 (18)を挙げる。「Warby Parker」
は ECを主としたアイウェア販売企業で、アイウェアをより身近におしゃれ楽しんでもらう、
そして安くをモットーに消費者に価値を提供している。2010 年の創業当初は EC のみの販
売であったが、2013 年にはブランド初となる旗艦店を米ニューヨークの SoHo にリアル店
舗をオープンし、2018年 12月 3日時点では、ニューヨーク・カリフォルニア・フロリダ・
テキサスなど、米国内に 30の州に 86、カナダに 2つのリアル店舗を構えている (19)。あく
                                                   
 (16) 川添隆（2018）『「実店舗＋EC」戦略、成功の法則』翔泳社,93  
 (17) KP INTERNET TRENDS 2017,226 
https://www.slideshare.net/kleinerperkins/internet-trends-2017-report/9-KP_INTERNET_TRENDS_2017_PA 
GE 
 (18) Warby Parker サイト https://www.warbyparker.com/ 
 (19) Warby Parker サイト https://www.warbyparker.com/retail 
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来る。EC 専業企業は消費者とのタッチポイントが EC 上のみと限られてくるが、リアル店
舗を主としたアパレル流通・小売企業での優位性・差別化要因はブランドを五感で体験で
                                                   
 (20) BONOBOS サイト https://bonobos.com/ 
 (21) Amazon books サイト https://amazon.com/amazonbooks 
 (22) Factelier サイト https://factelier.com/ 































                                                   








































第 6 章では本研究の仮説について実証分析を行う。309 のサンプルからアンケート調査






















                                                   
 (25) 中込省三（1977） 『アパレル産業への離陸−繊維産業の終焉』東洋経済新報社,179 






























                                                   
 (27) 株式会社オンワード樫山 サイト https://www.onward.co.jp/ 
 (28) 株式会社三陽商会 サイト https://www.sanyo-shokai.co.jp/ 
 (29) 島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点の考
察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号,18 
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図２－1 川上・川中・川下 の生産流通(繊維・アパレル・流通・小売の過去垂直型) 
 
（出所）島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点
の考察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号,20 
 
1970 年以降は既製服がメインとなり、「川中」が主導権をより強く握るようになった。
1980 年前後には「イッセイミヤケ」 (30)や「ヨウジヤマモト」 (31)、「コム・デ・ギャルソ
ン」 (32)に代表される DCブランド (33)ブームをも迎えた。しかし、プラザ合意による国際間
                                                   
 (30) イッセイミヤケ：三宅一生をデザイナーとする日本のファッションブランド  
サイト https://www.isseymiyake.com/ja/brands/isseymiyake 
 (31) ヨウジヤマモト：山本耀司をデザイナーとする日本のファッションブランド 
サイト http://www.yohjiyamamoto.co.jp/ 
 (32) コムデギャルソン：川久保玲をデザイナーとする日本のファッションブランド 
サイト http://www.comme-des-garcons.com/ 





の機能だけではなく、小売も行う製造小売業（speciality store retailer of private label 






















                                                                                                                                                          
ブランドの総称 
 (34) 鍜島康子（2006） 『アパレル産業の成立―その要因と企業経営の分析』 東京図書出版会 
 (35) 株式会社ファーストリテイリング サイト https://www.fastretailing.com/jp/ 
 (36) INDITEX サイト https://www.inditex.com/ 
 (37) 島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点の考
察─』 大手前短期大学研究集録 第 28号 




図２－2 川上・川中・川下 の生産流通(繊維・アパレル・流通・小売の現在水平型) 
 
（出所）島崎千江子、窪添道朗（2008）『ファッションビジネスにおける業態構造の移行 ─その成果と問題点




































                                                   
(39) 経済産業省 2007 年 商工業実態基本調査 











門店」の 3つに分類することができ、それぞれの分類と整理を行う (41)。 






区域内では 3000 平方メートル）以上のものを含むもの」（2 条）であると記載しており、
現在の日本百貨店協会の会員資格もほぼ百貨店法の規定と同じである (45)。 
「量販店」は総合スーパー（General merchandise store 、以降略して GMS という）や
                                                   
 (41) 『ファッションビシネス用語辞典 改訂版』文化出版局（1996） 
 (42) 三越伊勢丹ホールディングス サイト https://www.imhds.co.jp/ 
 (43) 株式会社そごう・西武 サイト http://www.sogo-seibu.co.jp/ 
 (44) 大丸松坂屋 サイト http://www.daimaru-matsuzakaya.com/ 




カドーなどが挙げられる。1974 年、そして 1979 年に施行された大型法により、量販店が
都心から郊外へ移行し、1990 年代に急増したショッピングセンター（以降 SC）は、2000
年の大型法廃止以降、営業時間も長く 1日中滞在できる時間消費型施設として巨大なモー















                                                   
 (46) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界 











ラダイムシフトを起すこととなる。本節では、EC 登場の背景と EC によるメリットを様々
な側面から整理する。 
 















第２項 EC のメリット 













図２－4 自社運営 ECと店舗販売の経費率推移 
 
（出所）小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,19 
 
                                                   















第３節 EC の現状 
本節では ECの現状について整理したい。前述の通りアパレル流通・小売企業が運営する
自社 ECと、アパレル商材に特化して ECを運営する専業 ECがあると述べたが、まずは専業
ECの分類を行った上で、自社 ECの現状を論じる。 
 
第１項 専業 EC の分類 










                                                   
 (49) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,20 




































第２項 自社 EC の現状 
前項では専業 ECについて整理を行ったが、本項では自社 ECの動向をまとめる。第 1章 
第 2節でも述べた通り、専業 ECの手数料が増加したことや顧客データの一元管理の重要性
もあり、自社 EC へのシフトが顕著である。図２－5 によると、2015 年には 39％だった自
社 EC 比率が 2018 年には約半数の 46％となり、EC 比率の推移とともに多くのアパレル流
通・小売企業が自社 ECへシフトしたことが伺える (52)。 
 
図２－5 アパレル業界の自社 EC比率推移 
 
（出所）小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,47 
 




                                                   
 (52) 小島建輔（2018）『店は生き残れるか ポスト ECのニューリテールを探る』商業界,47 
























第 1項 消費者と販売チャネルの変遷 
消費者とチャネルの変遷を図２－6に示した。まず初期段階である「シングルチャネル」
とは消費者との接点が 1点のみのことを指し、第二段階の「マルチチャネル」との違いは


























                                                   




























                                                   




 (57) Day, George S.（1969）,『A two-dimensional concept of brand loyalty』 Journal of Advertising Research, 
Vol.9,29−35 






















                                                   
 (59) Dick,A.S.and K.Basu(1994）『Customer Loyalty:Toward an Integrated Conceptual Framework,』 
Journal of the Academy of Marketing Science,Vol.22, No.2,99-113 






（出所）Dick,A.S.and K.Basu(1994）『Customer Loyalty:Toward an Integrated Conceptual Framework,』 

















                                                   
 (61) 峰尾 美也子（2012）『食料品購買における消費者満足とストア・ロイヤルティ』東洋大学 




ける因果関係および尺度の議論を踏まえ、また、店舗業態選択についての Monroe and 












て、R・F・M の 3つの指標を採用し、モデルを提言している。 
 
                                                   
 (63) Monroe, Kent B. and Joseph P. Guiltinan (1975),『A Path-Analytic Exploration of Retail Patronage 
Influences,』 Journal of Consumer Research , 2 (1), pp.19-28. 
 (64) Baker, Julie, A. Parasuraman, Dhruv Grewal and Glenn B. Voss (2002),『The Influence of Multiple 
Store Environment Cues on Perceived Merchandise Value and Patronage Intentions,』 Journal of Marketing , 
66(2), pp.120-141. 


















仮説 1-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「自社 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
仮説 1-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「専業 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
 
仮説 2-a：リアル店舗での購買経験は、自社 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 































p 値によって検討する。p 値が<0.05であれば関係性を否定する危険性が 5％未満であるこ
とを示す。また<0.01であれば関係性を否定する危険性が 1％未満であることを示す。よっ




ィの高低さをつけ、仮説 2 と同様の理由よりχ2 乗検定により分析をし、差を検証してい
く。 
 
















仮説 1-b：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「自社 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
仮説 1-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティは、「専業 EC での行動的ストアロイ
ヤルティ」に正の影響を及ぼす。 
 
第２項 仮説 2 
仮説 2ではリアル店舗での購買経験により、自社 ECへの購買、そして専業 ECへの購買
へどのような影響を与えているかについての検証を設定した。 








                                                   
 (66) 峰尾 美也子（2013）『食料品購買における消費者の業態選択行動』東洋大学 
 (67) Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63 
 (68) Oliver,R,L(1999)『Whence Consumer Loyalty?』Journal of Marketing, Vol.63 
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仮説 2-a：リアル店舗での購買経験は、自社 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 



























                                                   
 (69) Dick,A.S.and K.Basu(1994）『Customer Loyalty:Toward an Integrated Conceptual Framework,』 
































                                                   





■リアル店舗のモデル              ■自社 ECのモデル 














今回の調査にあたり、第 2章 第 1節 第 3項を参考にカテゴリによる分類を行った。
また、今回の研究対象業界であるアパレル流通・小売業は経済産業省の 2018年度電子商取
引に関する市場調査の結果によると B to C-EC 市場拡大をけん引しているのは女性であり、
市場規模ベースで男性と比較し女性は 2倍以上と推定され、女性は年代に関係なくネット


















ついては前述の通り 30代が最も EC購買が多いことから、ターゲットを EC購買がより身近
な 20代も含めた 20～30代に絞った。3、4については購買者の認知格差による差が少なく
するために設定し、5、6については、今回の研究がリアル店舗と自社 EC、専業 ECとの購
                                                   
 (71) 経済産業省 平成 29年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場
調査）,44 http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180425001/20180425001-2.pdf 






















                                                   





















                                                   


























                                                   
 (75) 株式会社ナノ・ユニバース サイト http://www.nanouniverse.jp/ 
 ＴＳＩホールディングス サイト https://www.tsi-holdings.com/ 
 (76) 株式会社アーバンリサーチ サイト http://www.urban-research.co.jp/ 
44 
 


















































































































ついては、岡田（2015）を参照し、0.8以上で信頼性があると判断をすることとする (77)。  
                                                   
 (77) 岡田謙介（2015）『心理学と心理測定における信頼性について－Cronbachのα係数とは何なのか、何でな


































































































































自社 ECの利用者は 16.5％、未利用者は 83.5％となり、自社 EC利用者の割合は通常 7.2％
であったことから大きく改善していることが分かった。つまりはリアル店舗での購買経験
により、自社 ECへの購買経験が増加していることが分かる。また、自由度は 1（t=1）、有










仮説 2-b：リアル店舗での購買経験は、専業 ECの購買経験に正の影響を及ぼす。 
 
仮説 2-a同様、リアル店舗の利用者・未利用者、専業 ECの利用者・未利用者の 4象限で
χ2乗検定を行った。結果は以下表６－10の通りとなり、専業 EC利用者の割合は、利用者
8.1％に対し、未利用者は 91.9％であったが、リアル店舗を利用したことがあるという条
件を加えると、専業 ECの利用者は 20.8％、未利用者は 79.2％となり、専業 EC利用者の割
合も通常は 8.1％であったことから大きく改善していることが分かった。つまりはリアル
店舗での購買経験により、専業 ECへの購買経験が増加していることが分かる。また、自由

















UNITED ARROWSは 12.6％、URBAN RESEACHは 17.6％、そして nano・universeは 21.4％と
なり、ブランドの態度的ストアロイヤルティの高さによるリアル店舗購買経験が及ぼす自
社 ECへの購買経験への影響は全く見られず、逆の相関を取る結果となった。また、自由度












UNITED ARROWSは 18.9％、URBAN RESEACHは 24.3％、そして nano・universeは 20.0％と
なり、ブランドの態度的ストアロイヤルティの高さによるリアル店舗購買経験が及ぼす専


























































仮説 3-aと同様、消費者の 3つのブランドにつけた態度的ストアロイヤルティの 3項目
「買物満足」「店舗に対する態度」「今後の利用意図」を合計し、その値でストアロイヤル
ティの高低を定義した。また、一方で自社 EC 利用者と専業 EC利用者を洗い出し、消費者
61 
 
































意確率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）であったことより、仮説 4-a では仮説
は支持された。 
表６－15 リアル店舗と自社 ECの利用者比率結果 
 




















 ***: p<0.01 
 
（12）仮説 4-c 
仮説 4-c：リアル店舗での態度的ストアロイヤルティが高いブランドほど、「自社 EC と専
業 ECの購買経験者」の重なる割合が少ない。 
 





率 1％水準で有意であるという結果（p<0.01）であったが、仮説 4-c では仮説は一部のみ
支持された。 
 
表６－17 自社 ECと専業 ECの利用者比率結果 
 
 ***: p<0.01 
 
第２節 仮説検証結果のまとめ 





































































あった。リアル店舗での購買経験は、自社 EC の購買へのハードルを下げ、EC での購買を
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□ 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
□ 2. BEAMS(ビームス)
□ 3. SHIPS（シップス）
□ 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
□ 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）






Q16S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q16S2 2. BEAMS(ビームス)
Q16S3 3. SHIPS（シップス）
Q16S4 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
Q16S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）











Q17S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q17S2 2. BEAMS(ビームス)
Q17S3 3. SHIPS（シップス）
Q17S4 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
Q17S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）











Q18S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q18S2 2. BEAMS(ビームス)
Q18S3 3. SHIPS（シップス）
Q18S4 4. JOURNAL STANDARD（ジャーナルスタンダード）
Q18S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）














Q19S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q19S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）












Q20S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q20S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）










Q21S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q21S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）














Q22S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q22S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）









Q23S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q23S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）















Q24S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q24S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）










Q25S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q25S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）













Q26S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q26S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）













Q27S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q27S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）












Q28S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q28S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）












Q29S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q29S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）
















Q30S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q30S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）












Q31S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q31S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）












Q32S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q32S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）










Q33S1 1. UNITED ARROWS（ユナイテッドアローズ）
Q33S5 5. nano・universe（ナノ・ユニバース）














図２－1 川上・川中・川下 の生産流通(繊 維・アパレル・流通・小売の過去垂直型) 





図２－4 自社運営 ECと店舗販売の経費率推移 
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